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指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

廃棄物分別啓発事業廃棄物分別啓発事業廃棄物分別啓発事業廃棄物分別啓発事業

開始年度 0 終了年度 9999

目的 市民の一般廃棄物分別排出の徹底
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事業名

部署名 環境課

ごみの分別表を全戸に配布して、分別徹底を図るとともに、広報やホームページを活用して、ごみの資源化意識の向上に努め
る。

事業コード

1579
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活動指標

市直営現在

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

成果指標

一般会計

単独事業

物件費
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計
画

体
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総
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画

体
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総
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体
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基本施策
体系

重点施策
体系

一般廃棄物分別排出表の全戸配布（年１回） 目標値 1111 1111 1111 1111 1111回

実績値 1111 1111

資源化率 ％ 目標値 21212121 22222222 23232323 24242424 25252525

計算
根拠

総資源化量／ごみ総排出量

実績値 18181818 17.317.317.317.3

達成率
（％）

85.785.785.785.7 78.678.678.678.6

実数値 4468/247284468/247284468/247284468/24728 4410/253844410/253844410/253844410/25384

ランク BBBB CCCC

安全・安心で快適に暮らせ
るまちづくり

人と生きものが共生する環
境社会を構築する

環境

基本目標 属性 基本施策

循環型社会の推進

実施施策

3103

H23事業名 廃棄物分別啓発事業 1579
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【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

平成４年度から実施している分別収集はごみの減量化･資源化に大きく寄与して
おり、市民ニーズは十分にある。

根
拠

事業名

主体

必
要

性

【行政関与】
　行政が実施すべき事業で
　すか。

家庭からの一般廃棄物の処理は市町村の業務であり妥当である。根
拠

根
拠

有
効

性
効

率
・
効

果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させる
余地はありますか。

ある

はい

ない

受益者負担

ある

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。

事業名

所管課

根
拠

ない

必要最低限のコストで対応している。根
拠

ごみの有料化も考えられるが、現段階では時期尚早である。

根
拠

可燃ごみの有料化による経済的動機付けにより、分別のさらなる徹底が期待でき
るが、現段階では時期尚早である。。

根
拠

家庭ごみの分け方・出し方を市内全戸に配布する。
新たな、資源ごみとして、剪定枝の分別方法等を検討
し、ごみ問題懇話会の意見等を聴き、分別回収体制を
整備する。

内容拡大内容拡大内容拡大内容拡大

平
成

2
4
年

度
取
組

み

【平成25年度　方向性】

家庭ごみの分け方・出し方を市内全戸に配布する。
燃えるごみから、剪定枝を資源として分別収集する。

平
成
2
5
年

度
計

画

【平成24年度　方向性】 維持

取組選択
年度

実施状況

H22（2010） H23（2011） H25（2013）H24（2012） H26（2014）
可能 可能－

－ 未実施 未実施

可能

【H25提案型市民主役オープン事業実施】 可能 〈不可能選択理由〉
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